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平成２３年度 平成２４年度
実績と今後の取組

４月 ９月 １月 ３月

市
町
村
へ
の
権
限
移
譲
等

○ 平成２２年３月に市町村ごと
に取りまとめた「権限移譲実施
計画（案）（Ｈ22～Ｈ24計画）」に
基づき、平成22年度から平成
24年度までの3年間で、府から
移譲を提案した事務の約81%
の事務移譲を行う予定です。
今後、第２フェーズ（平成26年
度以降）の取組について検討を
行います。
大阪市、堺市への権限移譲
についても、両市からの申し出
に基づき移譲に向けた協議を
進めていきます。

○市町村への道路、河川の移譲
については、国の出先機関改
革等に併せ、権限移譲に向け
た条件整理を行います。また、
移管を希望する市町村との個
別協議を進めます。
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計画に沿った事務移譲を推進

第２フェーズの取組に
向けた検討

道路、河川等、インフラ施設の移管を促進するため、
権限移譲に向けた条件整理を引き続き検討

道路３路線
を移管

引き続き権限移譲に向け
条件整理、市町村と個別協議

４月

豊中市が
中核市移行

１月

南河内地域３市２
町１村が南河内
広域事務室を設
置し事務を開始

１０月

豊能地域２市２
町が共同処理
センターを設置
し事務を開始

４月

豊能地域に小
中学校教職員
任命権に係る
事務を移譲

凡例
取り組んできた事項、実現した事項 今後取り組んでいく事項
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平成２３年度 平成２４年度
実績と今後の取組

４月 ９月 １月 ３月

大
阪
市
等
と
の
新
た
な
関
係
づ
く
り

○ 大都市制度のあり方につい
ては、平成２３年７月に新潟県、
新潟市、愛知県、名古屋市、大
阪府と「大都市制度の自立と自
治に関する愛知宣言」をとりま
とめるなど、大都市制度を検討
する機運の醸成に努めてきまし
た。
今後、大阪府・大阪市の首長、
議会が参画した「大阪にふさわ
しい大都市制度推進協議会」で
の議論を深め、政府地方制度
調査会などへの働きかけを進
めます。

○ 大阪府と大阪市の役割分担
については、平成２３年１２月に
設置した府市統合本部で、広
域行政の一元化や事務事業の
再編の検討を進め、平成２４年
６月頃に基本的方向性案を取り
まとめることとしています。

○ 市町村との「協議の場」につ
いては、今後とも重要な課題に
ついて市町村長との意見交換
の場として積極的な活用を図り
ます。
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７月

「愛知宣言」
発表

基本計画策定検討
国への提案 等

２月

地方制度調査会
で意見開陳

橋下市長（府市統合本
部副本部長）が出席

見直し検討

・経営形態見直し
・類似・重複する行政サービス

６月頃

基本的方向性案
のとりまとめ

市町村との「協議の場」の
随時開催

４月

大阪にふさわしい
大都市制度推進
協議会の設置

１２月

府市統合本部
発足

凡例
取り組んできた事項、実現した事項 今後取り組んでいく事項



平成２３年度 平成２４年度
実績と今後の取組

４月 ９月 １月 ３月

関
西
広
域
連
合
の
取
組

○ 関西広域連合では、東日本
大震災など広域災害への支援
や、関西のエネルギー問題へ
の対応など、広域的課題に取り
組んできました。
平成２４年４月には大阪市と
堺市が新たに加入しました。今
後、政令市とも力を併せて広域
的課題に取り組みます。

○国出先機関の地方移管につ
いては、関西広域連合の方針
としてまずは３機関（経済産業
局、地方整備局、地方環境事
務所）を、関西広域連合に権
限・財源・人員を丸ごと移管す
るよう求めていくことで決定しま
した。
今後、国における検討を踏ま
え、移管実現を働きかけていき
ます。
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広域的課題への対応

５月

移管を求める
方針を決定

広域的課題への対応

・東日本大震災など広域災害への支援
・エネルギー問題への対応 など

４月

大阪市、堺市
が参加

国出先機関の丸ごと移管に向けた検討
政府アクション・プラン推進委員会への参画

丸ごと移管に向けた検討
政府委員会への参画

凡例
取り組んできた事項、実現した事項 今後取り組んでいく事項
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平成２３年度 平成２４年度
実績と今後の取組

４月 ９月 １月 ３月

国
へ
の
提
案
・要
望

○ 政府が地域主権改革を推進
するよう、国出先機関の原則廃
止や地域自主戦略交付金の改
善などを求めてきました。
また、政府地方制度調査会等
で大都市制度の検討を進めて
いただくよう、「愛知宣言」の提
案、要望を行いました。
今後も、引き続き、政府での
取組が進められるよう働きかけ
ます。

（参
考
）政
府
に
お
け
る
地
域
主
権
改
革

の
取
組
状
況

○ 国の地方に対する義務付
け・枠付けの見直しや、基礎自
治体への権限移譲を実現する
第１次、第２次地域主権一括法
が成立しました。

○ 国出先機関原則廃止に関す
る基本方針が１２月に取りまと
められ、平成２４年通常国会に
実現のための関連法案が提出
されることとなっています。

○ 第３０次地方制度調査会が
設置されました。「大都市制度
の検討」が諮問され、現在検討
が進められています。4

実現に向け
更なる検討

国出先機関
原則廃止に
関する法案
の国会提出

４月

地域主権一括法
（第１次）成立

地域自主戦略交
付金制度の導入

大都市制度の
検討等

政府アクション・プラン推進委
員会への参画

政府の地域主権改革の推進

８月

地域主権一括法
（第２次）成立

８月

第３０次地方制
度調査会発足

大都市制度の
検討等

１２月

国出先機関原則
廃止の基本方針
決定

政府アクションプラン推進委員会への参画
（関西広域連合）

大都市制度の検討推進
８月

大都市制度に関
する共同要望
（愛知宣言）

６月

国出先機関の原則
廃止等を要望
（府国家予算要望）

２月

地域自主戦略交付
金の制度改善要望
（府国家予算要望）

凡例
取り組んできた事項、実現した事項 今後取り組んでいく事項


